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平成 17年 3月期   個別中間財務諸表の概要 平成 16年 10月 27日

上場会社名    パナホーム株式会社 上場取引所 東 大

本社所在都道府県   大阪府

コード番号      1924

      ( URL   http://www. panahome. jp )

代　　  表　　　者    役職名   代表取締役社長　　　　　　氏名　　田尻　勝彦

問合せ先責任者 　役職名　 取締役専務執行役員　 　　氏名　　池田　孝昭 TEL (06) 6834 - 5111
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 10月 27日 　　　　　中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日  　      平成 16年 11月 30日 　　　　　単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000　株）

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額：百万円未満切り捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 124,900 1.8 72 - 362 208.4
15年 9月中間期 122,733 79.6 △ 97 - 117 -
16年 3月期 256,666 1,363 1,701

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 430 - 2.56
15年 9月中間期 △ 1,550 - △ 9.24
16年 3月期 112 0.67
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期   167,878,282株   15年 9月中間期   167,898,974 株   16年 3月期   167,887,940 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）15年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

16年 9月中間期 7.50 －    特別配当 0 円 00 銭 

15年 9月中間期 7.50 －
16年 3月期 － 15.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 224,014 112,224 50.1 668.54
15年 9月中間期 225,367 116,495 51.7 693.91
16年 3月期 222,095 113,175 51.0 674.15
(注)期末発行済株式数    16年 9月中間期   167,865,847株   15年 9月中間期   167,883,714 株   16年 3月期   167,878,649 株

　　 期末自己株式数 　    16年 9月中間期   697,686株   15年 9月中間期   679,819 株   16年 3月期   684,884 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 263,000 4,400 4,600 7.50 15.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   27円 40銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
　　今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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貸    借    対    照    表
（単位：百万円）

 資 産 の 部
16年9月中間期末

(16.9.30)
16年3月期末
(16.3.31)

増　　減 負 債 の 部
16年9月中間期末

(16.9.30)
16年3月期末
(16.3.31)

増　　減

流  動  資  産 119,029 115,985 3,044 流  動  負  債 72,573 67,980 4,593

現 金 預 金 59,874 58,255 1,619 支 払 手 形 1,151 1,185 △34

受 取 手 形 398 339 59 工 事 未 払 金 15,160 15,887 △727

完成工事未収入金 5,404 5,316 88 買 掛 金 18,996 15,545 3,451

売 掛 金 3,124 3,278 △154 未 払 金 5,634 6,776 △1,142

有 価 証 券 9,634 9,099 535 未 払 費 用 2,070 2,103 △33

未成工事支出金 7,305 5,078 2,227 未 払 法 人 税 等 87 86 1

分 譲 用 建 物 7,029 6,568 461 未成工事受入金 13,428 9,421 4,007

分 譲 用 土 地 16,205 17,833 △1,628 前 受 金 751 363 388

製 品 2,126 1,440 686 預 り 金 2,529 2,555 △26

原材料･仕掛品･貯蔵品 868 952 △84 従 業 員 預 り 金 6,236 7,298 △1,062

前 渡 金 635 377 258 賞 与 引 当 金 3,012 2,900 112

前 払 費 用 353 358 △5 完成工事補償引当金 3,487 3,840 △353

繰 延 税 金 資 産 4,919 5,077 △158 売上割戻引当金 26 17 9

短 期 貸 付 金 0 2 △2

未 収 入 金 923 1,776 △853 固  定  負  債 39,215 40,940 △1,725

預 け 金 316 376 △60 社 債 20,000 20,000 －

貸 倒 引 当 金 △90 △144 54 再評価に係る繰延税金負債 2,303 2,303 －

退職給付引当金 6,916 7,844 △928

長 期 預 り 金 9,995 10,792 △797

固  定  資  産 104,984 106,109 △1,125

有形固定資産 52,260 53,197 △937

建 物 22,327 22,780 △453 負 債 合 計 111,789 108,920 2,869

構 築 物 1,200 1,250 △50

機 械 装 置 4,370 4,782 △412

車 両 運 搬 具 80 73 7 資 本 の 部

工 具 器 具 備 品 403 408 △5

土 地 23,746 23,662 84 資    本    金 28,375 28,375 －

建 設 仮 勘 定 130 239 △109

資 本 剰 余 金 31,835 31,834 1

無形固定資産 2,759 3,031 △272 資 本 準 備 金 31,832 31,832 －

特 許 権 15 30 △15 その他資本剰余金 3 1 2

施 設 利 用 権 258 263 △5

ソ フ ト ウ ェ ア 2,485 2,737 △252 利 益 剰 余 金 58,699 59,527 △828

利 益 準 備 金 4,188 4,188 －

投資その他の資産 49,964 49,880 84 配 当 積 立 金 4,400 4,400 －

投 資 有 価 証 券 20,508 20,675 △167 別 途 積 立 金 46,000 48,000 △2,000

子 会 社 株 式 2,025 2,025 － 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 4,111 2,939 1,172

長 期 貸 付 金 700 769 △69 ( う ち 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ) ( 430 ) ( 112 ) ( 318 )

従業員長期貸付金 10,813 10,940 △127

破 産 債 権 等 407 860 △453 土地再評価差額金 △6,599 △6,599 －

繰 延 税 金 資 産 11,871 11,295 576

長 期 預 け 金 2,291 2,440 △149 その他有価証券評価差額金 216 329 △113

その他の投資等 2,398 2,368 30

貸 倒 引 当 金 △1,050 △1,496 446 自 己 株 式 △302 △292 △10

資 本 合 計 112,224 113,175 △951

資 産 合 計 224,014 222,095 1,919 負債及び資本合計 224,014 222,095 1,919
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損  益  計  算  書
（単位：百万円）

平成16年9月中間期 平成15年9月中間期 平成16年3月期

項　　　　　　　目

(16.4.1～16.9.30) (15.4.1～15.9.30) (15.4.1～16.3.31)

経 常 損 益 の 部 % % %

営　業　損　益　の　部

売 上 高 124,900 100.0 122,733 100.0 256,666 100.0

売 上 原 価 94,378 75.6 91,994 75.0 194,049 75.6

売 上 総 利 益 30,522 24.4 30,738 25.0 62,617 24.4

販売費及び一般管理費 30,450 24.3 30,835 25.1 61,253 23.9

営 業 利益（△損失） 72 0.1 △97 △0.1 1,363 0.5

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 694 0.5 612 0.5 1,447 0.6

（受取利息及び配当金） ( 392 ) ( 339 ) ( 672 )

（その他の営業外収益） ( 301 ) ( 273 ) ( 775 )

営 業 外 費 用 404 0.3 397 0.3 1,109 0.4

（ 支   払   利   息 ） ( 275 ) ( 299 ) ( 604 )

（その他の営業外費用） ( 128 ) ( 97 ) ( 504 )

362 0.3 117 0.1 1,701 0.7

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益 2 0.0 3 0.0 17 0.0

（ 固 定資産売却益） ( 2 ) ( 3 ) ( 17 )

特 別 損 失 190 0.2 1,521 1.2 1,672 0.7

（ 固 定資産除却損） ( 168 ) ( 35 ) ( 146 )

（関係会社株式評価損） ( 19 ) ( － ) ( 9 )

（ゴルフ会員権評価損等） ( 2 ) ( 10 ) ( 32 )

（ 関 係会社整理損） ( － ) ( 1,265 ) ( 1,246 )

（過年度退職給付費用） ( － ) ( － ) ( 27 )

（ 販 売停止負担金） ( － ) ( 210 ) ( 210 )

174 0.1 △1,400 △1.1 46 0.0

法人税、住民税及び事業税 84 0.1 120 0.1 200 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △339 △0.3 30 0.1 △266 △0.1

430 0.3 △1,550 △1.3 112 0.0

前 期 繰 越 利 益 3,680 4,081 4,081

土地再評価差額金取崩額 － 4 4

 中   間   配   当   額 － － 1,259

4,111 2,535 2,939

経 常 利 益

税引前中間(当期)純利益（△損失）

中間（当期）純利益（△損失）

中間(当期)未処分利益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

＜重要な会計方針＞

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………………………………………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…………………………………移動平均法による原価法

その他有価証券…………………………………………………①時価のあるもの

                                                             中間決算日の市場価格等に基づく時価法

                                                             （評価差額は全部資本直入法により処理し、

                                                               売却原価は移動平均法により算定）

                                                           ②時価のないもの

                                                             移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地…………………個別法による原価法

製品、原材料・仕掛品・貯蔵品………………………………総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

     【有形固定資産】

   建     物    ………………………………………………………定額法

   その他の有形固定資産  …………………………………………定率法

   なお、主な耐用年数は、建物 3～50年、機械及び装置 4～8年であります。

【無形固定資産】     ………………………………………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によって

おります。

４．重要な引当金の計上基準

    【貸倒引当金】

      売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

      貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

    【賞与引当金】

      従業員賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。

    【完成工事補償引当金】

建築物の引渡後の瑕疵担保責任に基づく補償費と住宅システム部材のクレーム費用の支出に備えるため、保証責任が

伴う完成工事高、不動産事業売上高の建物部分および住宅システム部材売上高に過去の実績率を乗じた額と特定のク

レーム及び補償費用の個別見積額を計上しております。

    【退職給付引当金】

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（7年～10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～19年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用として処理しており

ます。
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＜注 記 事 項＞

  （中間貸借対照表関係）
(平成16年9月中間期) (平成15年9月中間期) (平成16年3月期)

１.有形固定資産の減価償却累計額      55,065百万円      54,158百万円      55,023百万円

２.設備投資の実施額 952百万円 622百万円 1,553百万円

３.住宅ローン及びつなぎローン保証債務  9,694百万円  9,498百万円  9,265百万円

４.自己株式

　　

697,686株

302百万円

679,819株

286百万円

684,884株

292百万円

    

（中間損益計算書関係） (平成16年9月中間期) (平成15年9月中間期) (平成16年3月期)

 　　　減価償却実施額

　　　　    有形固定資産  1,446百万円  1,719百万円 3,413百万円

　　　　    無形固定資産  553百万円  507百万円 1,032百万円

  リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引（支払利子込み法により算定しております。）

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び各期末残高相当額

(平成16年9月中間期) (平成15年9月中間期) (平成16年3月期)

取 得 価 額 相 当 額 7,168百万円 8,232百万円 8,237百万円

減価償却累計額相当額 4,359百万円 4,692百万円 5,026百万円

期 末 残 高 相 当 額 2,808百万円 3,540百万円 3,211百万円

２.未経過リース料の各期末残高相当額

１ 年 内 1,504百万円 2,064百万円 1,809百万円

１ 年 超 1,303百万円 1,476百万円 1,402百万円

合 計 2,808百万円 3,540百万円 3,211百万円

３．支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 1,030百万円 1,247百万円 2,518百万円

減価償却費相当額 1,030百万円  1,247百万円 2,518百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  有価証券（子会社株式及び関連会社株式）

   当中間期（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）及び前中間期（自平成15年4月1日 至平成15年9月30日）並び

   に前期（自平成15年4月1日 至平成16年3月31日）において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

　りません。
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受注及び販売の状況

１．受注状況
                                                                                                     　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位：百万円）

平成16年９月中間期 平成15年９月中間期 平成16年３月期
区　　　分

金　　額 構成比率

対前年  

中間期比 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率

建 築 請 負 84,401 69.3% 92.3% 91,432 69.0% 180,317 69.6%

分譲用土地・建物 19,964 16.4% 106.6% 18,731 14.1% 37,493 14.5%

住宅システム部材 17,430 14.3% 77.9% 22,378 16.9% 41,273 15.9%
受注高

計 121,796 100.0% 91.9% 132,542 100.0% 259,084 100.0%

建 築 請 負 115,669 80.2% 97.7% 118,371 76.6% 114,782 78.0%

分譲用土地・建物 2,890 2.0% 61.6% 4,692 3.0% 2,833 1.9%

住宅システム部材 25,583 17.8% 81.0% 31,574 20.4% 29,631 20.1%
受注残高

計 144,143 100.0% 93.2% 154,638 100.0% 147,247 100.0%

       

２．販売状況
                                                                                                 　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：百万円）

平成16年９月中間期 平成15年９月中間期 平成16年３月期
区　　　分

金　　額 構成比率

対前年　

中間期比 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率

建 築 請 負 83,514 66.8% 98.3% 84,924 69.2% 177,398 69.1%

分譲用土地・建物 16,929 13.6% 113.9% 14,862 12.1% 33,151 12.9%

分 譲 用土地 9,966 8.0% 118.3% 8,424 6.9% 18,745 7.3%

分 譲 用建物 6,962 5.6% 108.2% 6,437 5.2% 14,405 5.6%

住宅システム部材 21,478 17.2% 102.1% 21,033 17.1% 41,872 16.3%

売 上 高

そ の 他 2,978 2.4% 155.7% 1,912 1.6% 4,243 1.7%

計 124,900 100.0% 101.8% 122,733 100.0% 256,666 100.0%


